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２ 津別町地域福祉計画策定委員会委員名簿 

（１）委員名簿 

    ◎：委員長  ○：副委員長 

 

（２）アドバイザー 

    野 村 恭 代 氏（大阪市立大学大学院生活科学研究科准教授） 

 

（３）事務局 

  担  当  部  署 氏    名  備   考 

町保健福祉課長 小 野 淳 子  

町保健福祉課課長補佐 千 葉   誠  

町保健福祉課課長補佐 仁 部 真由美  

町保健福祉課福祉係長 青 柳 朋 幸  

町保健福祉課高齢者相談係長 丸 尾 美 佐  

町保健福祉課健康推進係長 向 平 亮 子  

町保健福祉課福祉係主事 河 野 優里奈  

町保健福祉課福祉係主事 岩 松 英 司  

町社会福祉協議会事務局長 山 田 英 孝  

町社会福祉協議会総務・在宅福祉係長 門 脇 隆 司  

 

 

  委 員 氏 名 所      属   備   考 

◎ 相 澤   誠 津別病院  

○  中 山 静 男 

（大場 建男） 
津別町民生委員・児童委員協議会 

(H29.12 から) 

(H29.11 まで) 

  山 内 浩 子 津別町社会福祉協議会  

  中 島 浩 一 津別町社会福祉協議会  

  垣 内 孝 仁 

（可児 幹博） 
津別町校長会 

(H29.4 から) 

(H29.3 まで) 

 𣘸    実紀雄 津別町子ども育成連絡協議会  

  銭 谷 まり子 津別町自治会連合会  

  星 屋 好 春 津別町老人クラブ連合会  

  金 一 和 美 津別町農業協同組合  

 佐 藤 小夜子 津別町商工会女性部  

  白 鳥   幸 ＮＰＯ法人津別町手をつなぐ育成会  

  小 林 京 子 ＮＰＯ法人北海道でてこいランド  

  増 田 好 子 介護事業者・（株）ほのぼの  



３ 地域福祉計画策定委員会経過  

 回   開  催  日     協  議  内  容 

第 1 回 平成 29 年 2 月 23 日（木） 

・策定委員会委員長・副委員長の選任 

・地域福祉計画・地域福祉実践計画の推

進について 

第 2回 平成 29 年 11 月 6 日（月） 
・地域福祉計画・地域福祉実践計画の推

進について 

第 3回 平成 30 年 3 月 13 日（火） 
・地域福祉計画・地域福祉実践計画の推

進について 

第 4回 平成 31 年 3 月 27 日（水） 
・地域福祉計画・地域福祉実践計画の推

進について 

第 5回 平成 31 年 4 月 23 日（火） 

・第 2期地域福祉計画・第 5期地域福祉

実践計画の策定について 

・基調講演「地域福祉計画と地域福祉実

践計画の必要性」 

 講師 野村恭代氏（大阪市立大学准教

授） 

・住民アンケートの取り組み 

第 6回 令和元年 10 月 8 日（火） 

・第 2期地域福祉計画・第 5期地域福祉

実践計画の策定に向けて 

  住民アンケート結果の報告 

  自治会座談会の開催 

  今後のスケジュール 

第 7回 令和元年 12 月 10 日（火） 

・第 2期地域福祉計画・第 5期地域福祉

実践計画の策定に向けて 

  自治会座談会の結果報告 

  重点項目をテーマにグループ討論 

第 8回 令和 2年 1月 23 日（木） 

・第 2期地域福祉計画・第 5期地域福祉

実践計画の策定に向けて 

  計画素案の検討 

  パブリックコメントの実施 

第 9回 令和 2年 4月 30 日（木） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め書面にて確認 

・パブリックコメントの回答について 

・第 2期地域福祉計画・第 5期地域福祉

実践計画書の最終案について 
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４ パブリックコメントの実施結果 
 

（１）意見募集期間  

    令和 2年 1月 30 日（木）か 3月 1日（日）まで 

（２）意見の提出者数（件数） 

    １名（４件） 

（３）結果公表方法 

   津別町ホームページに公表するとともに、以下の場所において閲覧ができます。 

   ①津別町役場ロビー ②津別町中央公民館 ③津別町多目的活動センター 

  ※①は、町の開庁日の８時３０分から１７時１５分まで  

   ②③については、現在、閉館中 

（４）結果公表期間 

    令和 2年 5月 12 日（火）から 6月 11 日（木） 

（５）意見の概要 

№ 意見等の要旨 町の考え方 
計画への

反映 

１ 

素案ということは、原案の前の案とい

うことなので、今回、町民から出された意

見は、策定委員会で協議し、修正するもの

は修正し、原案とされ、その後、議会と協

議し、最終案とする理解で良いのか、又

は、地方自治法第９６条第２項の規定に

よる議会の議決すべき事件を定める条例

第２条に地域福祉計画を追加されたらよ

いかと思います。 

 策定委員会で議論し、案として提

案したものです。 

 今回、パブリクッコメントでいた

だいた意見を、策定委員会で協議

し、計画書を策定するものです。 

 また、地域福祉計画は、社会福祉

法第107条において、努力義務とさ

れていること、地域福祉計画は、総

合計画に位置付けられていること

を考慮したものです。 

ご意見として承ります。 

今後の参考

とさせてい

た だ き ま

す。 

２ 

P30 福祉に携わる人事育成 

マンパワーの確保（医療、福祉、保育）に

ついて記述はありませんが、各事業所で

充足されているのでしょうか？民間事業

者の実態はどうなっています。現状分析

必要ではないか 

令和元年度町政方針の「７福祉のまちづ

くり」の中で、「津別町地域福祉計画（平

成27年度～31年度）」に基づき、福祉サ

ービス充実のための啓発や地域福祉に関

わる諸団体と連携し施策を進めてまいり

 ここでは、社会福祉施設等のマン

パワーの確保についての掲載をし

ておりません。介護施設について

は、介護保険事業計画の中で、人材

不足等については調査、計画につい

て記載していく予定であります。 

 この福祉計画では現状分析等は

掲載しませんが、ご指摘の通り現状

と課題の中で盛り込んでいき、検討

していることを追加していきます。 

（第6次計画には、「福祉人材確保」

介護施設等

の人材不足

等の現状と

検討してい

くことを盛

り込んでい

く。 



ます。特に福祉人材の確保が困難な中、

個々の事業所、団体の力だけではなく、行

政、事業者、そして大学等が協働し合い、

福祉人材確保に取り組んで参ります。と

記述されているが、第2期地域福祉計画」

の中で取り組みされないのでしょうか。

オホーツク管内高齢化率が№１の町とし

て、一丁目一番地の重要施策と思います。 

例えば、東川町のような外国人労働者の

マンパワーの確保、北見定住自立圏にお

いての広域連携、町独自の人材育成、確保

対策など具体的に検討し地域福祉計画に

盛り込むべきと思います。（第6次総合計

画に記述されていますか） 

という文言での記載はありません

が、施策「支え合い、安心して住み

続けられる地域づくり」の中で、人

材の確保や育成が大きな課題と取

り上げ、「地域共生社会」のまちづ

くりとして各取組の掲載となって

おります。） 

３ 

P55～56 要援護者支援の記述について

ですが、避難行動要支援者対策にいては、

平成25年6月の災害対策基本法の改正に

おいて、避難行動要支援者名簿を活用し

た実効性のある避難支援がされるよう、 

① 避難行動要支援者名簿の作成を市町

村に義務付けるとともに、その作成に

際し必要な個人情報を利用できるこ

と 

② 避難行動要支援者本人の同意を得て、

又は条例の定めるところにより本人

の同意を得ずに平時から消防機関や

民生委員等の避難支援等関係者に情

報提供すること 

③ 現に災害が発生、又は発生の恐れが生

じた場合には、本人の同意の有無に関

わらず、名簿情報を避難支援等関係者

その他の者に提供できること 

④ 名簿情報の提供を受けた者に守秘義

務を課すとともに、市町村において

は、名簿情報の漏えい防止のために櫃

異様な措置を講ずること 

などが定められ、平成26年4月1日に施

行されました。 

 現在、登録には、要件に該当する

者としてご案内していますが、要件

から漏れている方の登録者がいる

のも現実です。ですが、そこで登録

後の状況の変化もつかみ切れてい

ないのが現状です。 

 名簿については、登録を希望され

ている方の意思も尊重しながら、各

自治会のご協力をいただき、現状把

握に努め、実効性のある名簿に作り

上げていきたいと考えております。 

 現状と課題の中では、要支援者名

簿については、自主防災組織だけで

はなく自治会の希望がある場合に

も提供することになっております

ので、記載が不十分な個所の修正を

させていただきます。 

 また、防災マップはご指摘の通

り、要支援者マップとなりますの

で、文言の修正を行います。 

修正し、意

見反映して

いく。 
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内閣府では、避難行動要支援者名簿に

関して市町村において留意すべき事項及

び関連する参考となる事項について、平

成25年8月に「避難行動要支援者の避難

行動支援に関する取組指針」（以下「取組

指針」という。）を示されたところですが、

市町村がその取組を進めるに当たり参考

となるよう、平成29年3月内閣府（防災

担当）において事例集を作成されていま

すので、この内容を再度熟読され、要援護

者（要避難支援者）と位置づけされている

のであれば、よろしいと思いますが、違う

のであれば、計画の文言を整理いただき

たい。防災マップの文言は、要援護者（要

支援者）マップと理解してよろしいでし

ょうか。 

いずれにしても、津別町避難行動要支

援者マニュアル（平成31年3月）との整

合性を図る必要と思います。 

４ 

P56 災害ボランティアセンターの設置

とありますが、災害が起きたら当然のこ

とです。北海道内の大災害においても設

置立ち遅れが言われています。 

災害ボランティアセンター設置運営マニ

ュアルの策定は、既に終えていますか、終

えていなければ、マニュアルの策定を実

践計画に記述された方がよいかと思いま

す。 

 北海道社会福祉協議会と津別町

社会福祉協議会が締結した「災害救

援活動の支援に関する協定」には、

平常時の取組みとして災害ボラン

ティアセンター等のマニュアル整

備や災害時備品機材の確保なども

盛り込まれていますが、計画書には

マニュアル整備など具体的表記が

分かりやすいので盛り込んでいき

ます。 

計画案に意

見 反 映 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


